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本稿は貴族院勅選議員の栄典，学歴，キャリアパス等について定量的に分析し. もってその特
質について検討するものである。
貴族院は戦前の日本の立法機関である帝国議会の一院である。貴族院の構成を具体的に定めた
貴族院令は，勅選議員について「国家ニ勲労アリ又ハ学識アル者ヨリ特ニ勅任セラレタル者」と
規定していた。勅選議員は官僚出身者が多く，かれらは予算・法案など官庁事項に精通していた
ことから，院内の議論では中心的役割を担うことが多かったという。
しかし貴族院に関する先行研究をみると，上でみた以上に勅選議員について触れている研究は
少ない。明治期に関しては分析されているものの，大正期以降の勅選議員の実態については研究
上の空白になっていると言って良いだろう。本稿はこつした空白を埋める試みでもある。
以上を踏まえて， 1890年1月に開かれた第一回帝国議会から日本国憲法の施行による貴族院
廃止に伴い 1947年3月に閉会した第九十二回帝国議会までの全期間，延べ650人にも及ぶ全勅
選議員の実態について網羅的に分析を試みる。
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はじめに
本稿は貴族院勅選議員の栄典，学歴，キャリアパス等について定量的に分析し， もってその特
質について検討するものである。
貴族院は戦前の日本の立法機関である帝国議会の一院である。貴族院は成年皇族から成る皇族
議員，公爵及び、侯爵全員かっ伯爵，子爵及び男爵の中から互選される華族議員，そして勅任議員
から構成されていた。勅任議員はさらに細かくみると，勅選議員，多額納税者議員，帝国学士院
会員議員，朝鮮及ぴ台湾在住者議員に分かれていた。このうち勅選議員は内閣の推薦により任命
された。大日本帝国憲法を起草した一人である伊藤博文は 自身が執筆した大日本帝国憲法の解
説書である『憲法義解Jにおいて，貴族院の役割として「政権の平衡を保ち，政党の偏張を制し，
横識の傾勢を支え，憲法の強固を扶け，上下調和の機関J(伊藤 1989: 68)となることを記して
いる。さらに「以て国の勲労・学識及富豪の士を集めて国民慎重熟練耐久の気風を代表J(伊藤
1989 : 68)させ， ["抱合親和して倶に上流の一団J(伊藤 1989: 68)を形成することを目指すと
していた。伊藤のこうした期待を受けていた貴族院であるから，勅選議員の置かれていた位置は
重要であるとみられる。貴族院の構成を具体的に定めた貴族院令(明治二十二年二月十一日勅令
第十一号)第一条第四項は，勅選議員について「国家ニ勲労アリ又ハ学識アル者ヨリ特ニ勅任セ
ラレタル者」と規定していた。また貴族院令第五条は勅選議員の資格要件として第一条の条件を
満たし，かつ満三十歳以上の男子であることを定めていた。その任期は終身であった。当初その
人数は多額納税者議員と合わせた数が有爵議員を超えない数とされていたが， 1905年の貴族院
令改正により 125人を超えない数とされた(内藤 2008: 16)。憲法学者の藤野美都子は勅選議員
を「有爵議員の政治的パイロットJ(藤野 1998: 293)たらしめたと指摘している。また歴史学
者の内藤一成は「勅選議員は官僚出身者が多く，かれらは予算・法案など官庁事項に精通してい
たことから，院内の議論では中心的役割を担うことが多かったJ(内藤 2008: 16)という。
しかし貴族院に関する先行研究をみると，上でみた以上に勅選議員について触れている研究は
少ない。歴史学者の小林和幸が明治期に限定してではあるが，勅選議員の選任の実態について他
の官職との兼職との関わりの中で検証しているぐらいである(小林 2002: 109.139)。その中で
小林は以下のように説明する。すなわち，貴族院発足当初の勅選議員の選任は当時の第一次山県
有朋内閣の手で行われた。第一次山県内閣はその選任に当たり， ["国家ニ勲労アリ又ハ学識アル
者」という原則にほぼ忠実であった。しかし，実際に議会が聞かれると貴族院の反政府的傾向が
明らかとなり，次第に政府を支持する議員を選ぶことが企図されるようになった。各省庁の専門
官僚，古参地方官等政府委員として，あるいは府県会において民党と対峠した経験を持つ者が多
く勅任された。第二次伊藤博文内閣では勅選議員と官僚の兼任が多くなされ，このことを通じて
貴族院と政府との聞の連携強化が図られた。小林は勅選議員が「政党と妥協しようとする政府の
意向よりも，政策専門家として国家政策に関与する地位を守ろうとする官僚層の意向を貴族院で
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代弁しようとしたJ(小林 2002: 133)と指摘する。大正期以降については先の内藤がわずかに
指摘するところでは. 1911年8月に第二次桂太郎内閣総辞職以降.歴代内閣は濃淡の差こそあ
れ政党との関係を有していたという。政党員あるいは時の政権にとって好ましい人物が多数議員
に就任したとされる(内藤 2005: 400-401)。
内藤や日本政治史学者の西尾林太郎も指摘するように，貴族院をめぐる政治過程を対象とした
研究は近年資料開示等により増えてきつつあるものの(内藤 2005: 3-9) (西尾 2005: 1-9).貴
族院の中の勅選議員を分析の対象としたものは前述の小林の研究を除けば見当たらない。小林の
研究も明治期に限定されており，大正期以降の勅選議員の実態については研究上の空白になって
いると言って良いだろう。陸海軍出身者の帝回議会議員への就任状況について分析した土川宏成
の研究もあるが，あくまで陸海軍出身者という分析範囲の限定があり，また勅選議員を対象とし
ているわけで、はない(土川 2000)。こうした点を埋めるという試みにおいて，本稿は意味あるも
のと考えているO また以下で、論じるように，本稿は分析方法として栄典や学歴，キャリアパスに
注目している。後ろで述べるように 本稿は帝国議会が発足する 1890年1月からそれが廃止さ
れる 1947年3月までの全期間について，延べ650人に及ぶ勅選議員全てを網羅的，定量的に分
析している。この点、も従来の研究とは異なる独自性を有すると思われる。
最後に本文の表記の原則について説明すると，法令の条文数，歴代内閣の表記，議会の回次に
ついては原文が漢数字であることから，漢数字を使用している。漢字については，人名を含めて
全て新字体に改めている。年月の表示については，西暦を用いている。論文中の図表については，
以下で説明する『貴族院議員名鑑Jに基づき，筆者が作成している。
分析方法とデータセット
キャリアパスとはもともと経営学における術語であり，中長期的な職務経路のことをいう O と
のヰャリアパスに注目する理由を説明すると.r機関哲学」という分析概念あるいは分析方法が
あるからである。「機関哲学」とは何か。行政学者の真測勝は「ある行政機関の安定的・持続的
政策目標とそれに特徴的な行動様式のセットJ(真測 1989: 43)であると定義する。行政学にお
いては各省庁又は各部局の行動様式を探る際に用いられている O 各省庁の特定の部局の役職(ポ
スト)に就く人物について，その職歴(キャリア)を定量的に測定する。当該ポストに就くまで
どのようなポストを経験したのか，数えるのである。こうした作業により，当該省庁又は当該部
局の「特徴的な行動様式」を明らかにしようとする。
キャリアパスに注目した先行研究に，上であげた真測の研究がある。真測は戦後直後から高度
成長期にかけての大蔵官僚，なかでも大蔵省の主計局長と主税局長に注目する。両ポストに就い
た人物がどのような職歴を経て当該ポストについたのか定量的に明らかにし両局の「機関哲学」
をあぶり出そうとする。同じく行政学者の牧原出は，大蔵官僚に「原局型官僚Jと「官房型官僚」
という異なる 2つの行動様式があることをキャリアパスから明らかにした(牧原 2003)。きらに
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!探賢太郎は真測や牧原が大蔵官僚の分析にあたって大臣官房，主計局，主税局，理財局という予
算や財政に関連する部局に限定していた点を指摘する。騨は前述の部局に加え銀行局，証券局，
国際金融局のような金融に関連する部局を含めた大蔵官僚の包括的な分析を試みている(騨
2013a. 2013b. 2014)。大蔵官僚以外の官僚のキャリアパスについて注目した研究に，外務官僚
のキャリアパスを分析した竹本信彦の研究がある(竹本 2011)。また司法機関，とりわけ司法行
政組織についてそのキャリアパスを分析した西川伸一の研究がある(西川 2010)。ただし西川は
「機関哲学」ではなく.r経歴的資源」という独自の仮説的概念を提示している。
以上のような先行研究を踏まえた上で，筆者は行政機関と司法行政組織のみならず，立法機関
である議会に関しでも，勅選議員に関してはそのキャリアパスを分析することによって，その実
態や傾向を明らかにすることができると考える。勅選議員は内閣の推薦に基づき天皇が任命して
いたとされる。従って.そのキャリアパスを検証することにより，勅選議員の実態についてせま
ることができるだろう。
本fì;~は分析にあたり，恭本的に真測の方法に準じている。ただし本稿においては爵位，位階勲
等，所属会派，最終の出身学校(学歴)等についても分析している。政治学者の回中愛治は戦後
の日本においてどのような人物が政治家になるのかを分析するにあたって，選挙制度や立候補者
の資格のみならず，出身地域や職歴，学歴を指標としてあげている(吉野・今村・谷藤 2001: 
3-32)。勅選議員は任命制の議員であるにせよ，立法機関の構成員である。こうした点から考えて，
上記の点についても検討・を加える必要がある。また爵位や位階勲等は戦前の日本における官僚制
において，それが与えられた人物の位置づけを探るうえで重要な指標である O これらの点を勘案
して.分析を試みることとした。
今回の分析にあたって用いたデータセットは，衆議院・参議院が刊行した『議会制度百年史
貴族院・参議院議員名鑑.J (以下『貴族院議員名鑑Jという。)である。『貴族院議員名鑑Jは，
その凡例に従うと，第一回帝国議会から第九十二回帝国議会までの貴族院議員の全員についてそ
の主な経歴等を集録している。その記載事項は，原則として貴族院の事務局に提出された履歴告:
及び貴族院要覧に基づいており 経歴等は，おおむね議員在職中までのものを記録している。そ
の他にも爵位，族籍，位階勲等，所属会派，生年月，本籍地，学歴，学位，経歴(職歴).海外
旅行.永年在職議員としての表彰，著書，在任期間(衆議院議員又は参議院議員としての経歴を
有する者については，その当選回数，選挙回次及び、選挙後の異動)等が記載されている。所属会
派については，その議員の所属した最終の院内会派が表示されている。学歴については，原則と
して最終の出身学校が表示されている。これらの点から，今回の分析に必要な情報及び精度を満
たしていると思われる。
なお，本稿は原則として『貴族院議員名鑑J以外のデータを用いないこととした。これは本稿
の再現可能性，検証可能性を担保するためである。氏名については読みやすきを考慮しで，原則
として筆者の責任においてすべて新字体に改めている。
?
?
?
以上のようなデータセットを用いて，延べ数にして650人に及ぶ勅選議員の分析を行う。延べ
数としているのは，同一の人聞が勅選議員に一度勅任された後，議員を辞職し，その後再ぴ勅選
議員に勅任された場合があるからである。このように二度勅任された勅選議員には金子堅太郎，
鈴木喜三郎.奈良原繁，中村雄二郎，前田正名，三好退職の6人がいる。従って勅選議員の実数
は644人になる。本稿は原則として延べ数を分析している。前記6人についていえば，一回目の
勅任と二回目の勅任とで別の人間として区別している。彼らを推薦した内閣が異なり，かつ勅任
状況に差異が存在していることを考慮するためである。分析する期間は 1890年1月第一回帝国
議会から 1947年3月第九十二回帝国議会までである。
最後に，当時の貴族院議員と他の官職との兼職について触れておく。はじめにであげた小林の
研究に従えば，貴族院議員は「君側官J，枢密顧問官，陸海軍現役軍人，会計検査院検査官等の
政治的中立性が問われる官職について兼任が制限されていた(小林 2002: 103)。逆に言えば，
それ以外の国務大臣や裁判官等との兼任は認められていた。裁判官との兼任が禁止されなかった
ことについて，小林は「貴族院に司法の専門家をおこうとする配慮J(小林 2002: 103)である
と指摘している。なお「君側官」とは(小林 2002)では「宮内省高等官のうち，天皇，皇族の
お側に仕えるJ(小林 2002: 83)官職のことを指している。ちなみに，本稿はあくまで勅選議員
のキャリアパスの実態を明らかにすることを主眼としているため，兼職については特別考慮して
いない。
勅選議員の実態分析
爵位
はじめに爵位について検証する。華族令(明治四十年五月八日皇室令第二号)第二条に従えば，
爵位は上から順に公爵，侯爵，伯爵，子爵，男爵の5種類が存在していた。この爵位について勅
選議員の授与状況をまとめたものが以下の表lである。表lをみると，公爵1.侯爵3，伯爵7，
子爵11.男爵82，無爵位546となっている。勅選議員のほとんどが爵位を与えられていなかっ
たことがわかる。この点について 勅選議員と並び貴族院を構成した華族議員との差別化を図っ
ていたとみることができる。後ろでもみるように 勅選議員の母体が官僚出身者あるいは民間企
業の経営者であったことも一因かもしれない。次いで多いのが男爵である。
表1
筆者作成
爵位の有無についてさらに細かくみると，勅選議員から公爵議員 侯爵議員又は男爵議員のい
ずれかに異動した議員が4人いる。まずは公爵議員に異動した公爵の一人が山県伊三郎である。
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山県は山県有朋の姉寿子の次男であり，有朋の養子となった人物である。内務省各局長，各府県
知事等を経て，第一次西園寺公望内閣にて逓信大臣を務めている。逓信大臣辞任後勅選議員に勅
任されている。後に有朋の公爵位を継ぎ公爵議員となった。次に侯爵議員の二人であるが，一人
が明治期に外務卿，後に初代外務大臣を務めた井上馨の甥である井上勝之助，もう一人が同じく
明治期に初代内務卿を務めた大久保利通の三男である大久保利武である。井上は大使及び公使
を，大久保は内務省監獄局長，各府県知事，農商務省各局長を経て勅選議員に勅任されている。
三者に共通しているのは，父親あるいは養父が明治期に首相あるいは国務大臣として活躍してい
た人物であり，父親らと関係の深い省庁に勤務していたことである。最後に男爵議員に異動した
人物に，各府県知事を歴任した内海忠勝がいる。これらのことから逆にいえば，勅選議員から-草・
族議員(侯公爵議員及ぴ伯子男爵議員)へ異動する者はほとんと暑いなかったことになる。とくに
7年の任期制で互選のある伯子男爵議員とは異なり 勅選議員は終身制であったことが一因かも
しれない。
位階勲等
次いで位階勲等についてみてみる。位階は国家に勲功，功績のある者，在官者，在職者に与え
られる栄典の一種であり 勲等はその等級である。位階は正一位より従八位までの 16階ある。
勲等は最高位として大勲位があり，以下勲一等から勲人等まである。
まず位階の授与状況をまとめたものが以下にある表2である。従一位，正二位，従二位，正三
位，従三位，正四位，従四位.正五位，従五位，正六位，正七位の 11階について授与されてい
ることが確認された。分布をみると左寄りの正規分布となっており，最頻値が正三位の 194であ
り，次いで多いのが従三位の132であった。正三位は陸軍大将や海軍大将，国務大臣経験者や重
要官職にあった人物に与えられることが多いとされる。位階を通じて勅選議員をみると，政官界
において全体として高い位置づけに置かれていた人物たちであったことがうかがえる。
表2 イ立階の授与状況
次に勲等の授与状況についてまとめたものが次の表3である。勲等についてみると，大勲位，
勲一等，勲二等，勲三等，勲四等，勲五等，勲六等の7種類について授与されていることがわかっ
た。分布をみると，勲一等が309と最も多く，次いで勲二等192.勲三等81とつづく。上で確
認した位階と合わせて，勅選議員が全体として高い地位にある人物たちであったことがわかる。
? ???
表3 勲等の慢与状況
ちなみに大勲位を授与きれていたのは7人おり.その内訳はー木喜徳郎，加藤高明，金子堅太
郎，田中耕太郎，高橋是清，吉田茂(元首相・外相)である。金子のみ二度勅任ちれているため
同一人物でありながら二人と数えている。一木に関しては後に枢密院議長，田中に関しては戦後
最高裁判所長官に就任していることも大勲位授与の一因であろうが，一木と田中は両者ともに東
京帝国大学法学部教授を務めていたという共通点があることは興味深い。
所属会派
ここで所属会派について検討する。分析をはじめる前に確認しなければならないことに，貴族
院には政党が存在しなかったよとをあげなければならない。官頭で紹介した内藤 (2008)に従え
ば，貴族院は非政党主義を掲げていたからで、ある。しかし，実際には会派と呼ばれる議員集団が
存在していた。会派が生まれた理由として，内藤は「究極には離合集散は人の行動として自然で
あるということに行きあたろうJ(内藤 2008:56)という。とはいえ，建前として非政党主義を
掲げていたからであろうか(内藤2008:56)，貴族院では 1890年1月第一回帝国議会から 1920
年2月第四十二回帝国議会まで各会派はその所属議員を公表していなかった(衆議院・参議院
1990b : 1)。従って，本稿においては 1920年以降について検討することになる。
表4 所属会派
236 
以上を踏まえた上で，勅選議員の所属会派についてまとめたものが上の表4である。勅選議員
が所属する会派としてIJ，研究会，交友倶楽部，公正会，茶話会，同成会，同和会，無所属，無
所属倶楽部の8会派のいずれか又は純粋無所属であった。純粋無所属とは『議会制度百年史』の
凡例にある用例であり，いずれの会派にも属していないことを指している(衆議院・参議院
1990b)。ちなみに，同じ『議会制度百年史』において無所属とは無所属という名の会派を指し
ており，時期により第一次，第二次と区別されている。話を戻して人数をみると，研究会が最多
で117人となる。次いで多いのが同和会82人であり， さらに交友倶楽部71人，同成会62人，
無所属倶楽部45人とつづいている。ただし不明又はいずれの会派にも属しない純粋無所属が
236を数える。
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(衆議院・参議院 1990b: 1-3)に従えば，主な会派の沿革は次のとおりである。
研究会は1890年7月10日上野公園内の華族会館において 初めて伯子男三爵議員の第一回選
挙が行われた後当選した伯爵，子爵議員中の有志者が同志の懇親を兼ね議会制度の調査，立法上
必要の事項を研究する目的をもって会同したことをはじまりとする。当初木曜会と称していた
が，その後同志会と改称しその際男爵議員及び、勅選議員の入会も認めた。 1891年1月に至り，
中山孝麿侯等の有志者会と合併し，侯伯子男爵及び、勅選議員を構成分子として，研究会となった
(衆議院・参議院 1990b: 1)0 
同和会は1928年2月1日，無所属(第二次)及び茶話会が解散し，両者が合同するかたちで
結成された。発足当初の議員は38人であった(衆議院・参議院 1990b:59)。初代南満州鉄道株
式会社総裁や東京市長を歴任した後藤新平，元外相の石井菊次郎や幣原喜重郎，元首相の若槻礼
次郎などが所属していた。
交友倶楽部は1912年以月 24日純粋無所属及び新任の勅選議員等政友会系の議員をもって結
成されたとある(衆議院・参議院 1990b: 2)。
同成会は1919年1月15日無所属(第一次)及び土曜会が合同して結成されたとある(衆議院・
参議院 1990b: 3)。
無所属倶楽部は 1941年4月30日， 23人の議員をもって結成された。表4中に登場する会派
の中で一番新しく結成された会派である。後に首相になる吉田茂や元首相の広田弘毅，第一次官
田茂内閣において舗法改正担当国務大臣を務める松本系治等が所属していた。また東京帝国大学
総長を務めた小野塚喜平次や同じく東京帝国大学教授である田中舘愛橘，長間半太郎，姉崎正治
等，帝国学士院会員議員が多数所属していたことも注目される(佐々木2013)。
このように勅選議員の所属会派の傾向と各会派の沿草を踏まえてみると，同和会や交友倶楽
部，無所属倶楽部にみられるように，勅選議員は貴族院において勅選議員と対抗して多数を形成
していた豪族議員とは別個の存在として，独自に活動していたとみることができる。
本籍地
本籍地についてみると，東京都の276が最多であり，鹿児島県43，山口県25とつづく O 上に
ある表5は勅選議員の本籍地についてまとめたものである。ちなみに，東京都については東京府
ではないかという指摘があるかもしれないが， r貴族院議員名鑑』では東京都と記載きれている
ため本稿もそれに従っている。
東京都が多いのは首都であるからとして，鹿児島県，山口県が多いのは明治政府が薩長を中心
につくられたことを反映しているのだろうか。そこで東京都，薩摩藩を形成していた鹿児島県と
宮崎県，長州藩を形成していた山口県について，内閣ごとの推移をまとめていた。次の図がそれ
である。これをみると，当初から東京都を本籍地とする人が数多く勅任されていたことがわかる。
鹿児島県や宮崎県，山口県を本籍地とする人については第一次山県内閣と第一次桂内閣において
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表5 本籍地の延べ数
都道府県 延べ数 者i巡府県 延べ数 都道府県 経ぺ数 都道府県
北海道 3 東京都 276 滋賀県 4 香川県
背森県 l 村議川県 6 京都府 15 愛媛県
岩手県 7 新潟県 9 大阪府 13 山知県
宮城県 8 11.i山県 5 兵庫県 25 稲岡県
秋田県 4 石川県 6 奈良県 O 佐賀県
山形県 8 福井県 5 和歌山県 5 長崎県
禍島県 5 山梨県 6 鳥取県 3 熊本県
茨城県 4 長野県 20 島根県 2 大分県
栃木県 6 岐阜県 5 岡山県 1 宮崎県
群馬県 3 静岡県 13 広島県 9 鹿児島県
埼玉県 6 愛知県 3 山口県 25 沖縄県
千葉県 4 三重県 7 徳島県 O 京城府-台湾
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図 歴代内閣ごとの本籍地の推移
45 .，-.-------.---.....~ー... 【ー回目-----ー回ー田-.".."，. 
40ぺ…叩門戸…町 一一一一 一一……一一一…山山山山川}山山一 川… m
……山一一…………
筆者作成
割合多く勅任されており，両内閣の意図を反映しているともみてとれる。
最終の出身学校と学位
延べ数
2 
9 
6 
9 
13 
7 
10 
1 
4 
43 
O 
4 
闘周回線京都
聞怖宮崎県
川"鹿国島県
ここでは最終の出身学校について検証したい。はじめに学校に関する表記について確認してお
く。戦前の教育制度下では，時期により学校名の表記が異なることが多い。例えば東京大学法学
部の場合，官制上1877年から 1886年までが東京大学法学部.1886年から 1897年までが帝国大
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学法科大学， 1897年から 1919年までが東京帝国大学法科大学， 1919年から 1947年までが東京
帝国大学法学部となっている。本稿は表記及び集計の便宜上，登場する学校名のうち最も新しい
ものをもってその学校を代表させることした。東京大学法学部の場合，東京帝国大学法学部とな
る。なお，東京帝国大学に関しては，結論を先取りすると延べ数244人にのぼるため，出身学MS
まで含めて分析する。
表6 最終の出身学校の延べ数(上位20)
最終の出身学校 延べ数 最終の出身学校 延べ数
l 東京帝国大学法学部 190 1 東京帝国大学農学部 6 
2 慶応義塾大学 23 13 札幌農学校
3 東京帝国大学文学部 18 13 陸軍大学校
4 東京高等商業学校 14 17 海1j[兵学校 4 
6 司法省法学校 1 17 開成学校 4 
6 東尽帝国大学医学部 1 17 日本大学 4 
7 東京帝国大学工学部 10 17 陸軍士官学校 4 
9 京都帝国大学法学部 9 19 海軍大学校 3 
9 早稲田大学 9 19 明治大学 3 
10 中央大学 8 
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以上を踏まえた上で最終の出身学校について集計してまとめた結果が上にある表6である。東
京帝国大学法学部が190と最も多く，ついで慶応義塾大学23，東京帝国大学文学部18，東京高
等商業学校14となっている。東京帝国大学法学部が大きな割合を占めていたことがわかる。た
だし，最終の出身学校が不明又は存在しない者が268に上ることに注意しておきたい。これは戦
前の日本の教育制度が整備されるのと立憲体制が整備されるのがほぼ同時並行であるため，帝国
議会発足当初はそもそも学校卒業者が少なかったためであると考えられる。ただし，陸軍大学校，
陸軍士官学校，海軍大学校 海軍兵学校の出身者が少ないことは注目される。陳海軍人は，勅選
議員として勅任されることは少なかったことがうかがえる。戦前の政軍関係を考える上で興味深
い。また私立大学関係でみると 慶応義塾大学が健闘していることが目立つ。ほかに早稲田大学
9，中央大学8，日本大学法学部4，明治大学3となっていた。
ここでさらに勅選議員に任命される者のうち，東京帝国大学法学部出身者が占める割合の推移
を歴代内閣ごとにみてみたい。次の表7は歴代内閣ごとの勅選議員の勅任数と，そのうち東京帝
国大学法学部出身者及ぴ最終の出身学校が不明又は存在しない者の人数をまとめたものである。
これをみると，明治期前半の内閣ではほとんどOであったのが，大正期以降徐々に増えているこ
とがわかる。これに反比例して，不明又はなしの者は明治期前半には勅任数のほほ100%を占め
ていたが，時代を経るに従い激減している。日本政治史学者の清水唯一朗は，近代日本官僚制の
形成にあたりその主役が維新エリートから学歴エリート，いいかえると東京帝国大学法学部を卒
??
表7 歴代内閣ごとの勅選議員中東大法学部出身者の占める割合の推移
内閣 勅任数 (a) 京大法学部 (b) (%) (b)/(a) 不IYJ・なし (c) (%) (c)/(a) 
山県有Il月① 75 。 0% 72 96% 
松方正義① 24 O 0% 19 79% 
伊藤博文② 28 O 0% 28 100% 
松方正義② 15 7% 13 87% 
伊藤博文① 2 。 。% 2 100% 
大|浪重信① 3 O 0% 3 100% 
山県有)]Jl② 13 O 。% 8 62% 
伊藤博文④ 2 O 0% 2 100% 
桂太郎① 35 2 6% 28 80% 
西閣寺公望① 14 l 7% 9 64% 
桂太郎② 25 5 20% 13 52% 
西困寺公望② 1 3 27% 4 36% 
松太郎② 2 2 100% O 0% 
山本格兵衛① 6 3 50% 2 33% 
大限重信② 14 8 57% 5 36% 
寺内正毅 15 8 53% 2 13% 
原敬 20 6 30% 9 45% 
高橋是清 10 2 20% 3 30% 
加藤友二郎 12 5 42% 5 42% 
山本権兵衛② 4 2 50% O 0% 
i青浦釜吾 7 5 71% l 14% 
加藤高明 13 7 54% 3 23% 
若槻礼次郎① 16 6 38% 3 19% 
田中義一 17 3 18% 6 35% 
浜口雄幸 12 6 50% 3 25% 
若槻礼次郎② 5 4 80% 。 0% 
犬養毅 4 3 75% O 0% 
斎藤実 24 13 54% 3 13% 
岡田啓介 9 5 56% l 11% 
広田弘毅 12 9 75% O 0% 
林銑十郎 3 2 67% O 0% 
近衛文麿① 19 7 37% 4 21% 
平沼駿一日1I 8 7 88% O 。%
阿部信行 7 4 57% l 14% 
米内光政 5 4 80% 。 0% 
近衛文麿⑦ 3 2 67% 。 0% 
近衛文麿@ 2 l 50% O 0% 
東条英機 17 5 29% 3 18% 
小磯国昭 9 3 33% O 0% 
鈴木貫太郎 3 2 67% O 0% 
東久遡宮稔彦王 7 3 43% O 0% 
幣原喜重郎 54 24 44% 5 9% 
吉田茂① 64 17 27% 8 13% 
合計 650 190 268 
筆者作成
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業して法学士の称号を待た学士官僚へと推移していく過程を論じている(清水 2013)。後ろでも
みるように，勅選議員の選出母体が官僚であったことから生じた現象であろうが，一方において
帝国議会においても東京帝国大学法学部出身者，いわゆる学士官僚が進出したともいえる。
表8 学位の授与状況
tJ';1';"作成
:ll立後に学位について触れておく。戦前の学位制度の下，学位には法学博士，医学博士，工学博
士，文学博士，理学博士，薬学博士，農学博士，林学博士.獣医学博士，経済学博士，経営学博
士向学博士，政治学博士，神学博士が存在した。上のま8は勅選議員の学位の取得状況につい
てまとめたものである。これをみると，法学博士が56で一番多く，医学博士10がつづいている。
林学博士，獣医学時.士，経営学博士，商学博士，政治学博士を授与された人物はいなかった。法
学を修めた人物が勅選議員として議会に進出していたことがうかがえる。
キャリアパス
ここからキャリアパスを分析する。キャリアのカウントの仕方は次のとおりである。数える官
職として，枢密顧問官，衆議院議員，参議院議員，悶務大胆，法制局長官，内閣書記官長，政務
次官，各省庁の次官及び局長，各省外局の長官，大審院長，大審院部長及び大審院判事¥各控訴
院長及び地方裁判所長，検事総長検事長及び、検事正，警視総監 各府県知事(北海道町長官及
び東京都長官を含む。ただし県令は除く。)，府県会議員，市町村長，市町村会議員，帝国大学教
官並びに官立学校の長である。この他にも企業出身者についてはその職務経歴の多寡に関わらず
lと数えた。
衆議院については戦前(第l回総選挙から第22回総選挙まで)と戦後(第23回以降)に分け，
当選回数ごとに数えた。例えば当選3固ならば3となる。参議院については当選回数を数えた。
戦後の衆参両議院議員を数えるのは，勅選議員が戦後の同会とのどの程度連続性があるか探るた
めである。
国務大臣については，内閣ごと各省大臣ごとにそれぞれ数えた。例えばA内閣の大蔵大臣兼
外務大臣と B内閣の司法大臣をしていた場合3となる。政務次官についても同様に数えた。各
省庁については，逓信，司法，外務，大蔵，文部，内務，農商務(農林・商工)，鉄道，陸軍，
海軍についてとりあげる。次官又は局長のいずれかの職についていた場合それぞれ数えた。例え
ば内務省警保局長と内務次官をしていた場合2となる。 m:商務省については 1925年に農林省と
商工省に分離するが， 1943年農商省となり， 1945年農林省と商工省が再ぴ設置されるため，項
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目としては問ーとした。鉄道省に閲しては前身にあたる鉄道院については数えていなし、
府県知事については，府県ごとに数えた。例えば千葉県と神奈川県の知事をしていた場合2と
数えた。府県会については『貴族院議員名鑑Jに当選回数の記載がないことから，都道府県ごと
に経験していた場合数えた。例えば神奈川県会と千葉県会の議員であった場合2となる。市町村
長及び市町村会についても同様に数えた。
帝国大学教官については教授，助教授，講師のいずれかのl蹴についていた場合lと数えた。た
だし総長及び学部長の職にあった場合， さらに当該職ごとに加算した。例えばA大学教授がA
大学総長及ぴA大学B学部長をしていた場合3となる。またDがA大学と E大学の教授をし
ていた場合2となる。
上記の官職以外については，原則として数えていない。例えば1885年内閣制度成立以前の太
政官制下の官職等である。これら点については，キャリアパスの分析における今後の課題である
と考えている。
以上の方法に従い，勅選議員延べ650人について分析する。まずこの650人中勅選議員に任命
される以前いずれの官職にも就任しなかった人が81人いた。いわゆる純粋な意味での民間人で
あり，主として企業経営者である。逆に言えば，残りの569人については何かしらの官職に就い
ていた。勅選議員の選出母体が官僚集団であったことがうかがえる。
ついで国務大臣，政務次官，内閣書記官長及び法制局長官経験者の勅選議員就任状況について
みてみる。全体数として，国務大臣109，政務次官10，内閣書記官長28，法制局長官29，枢密
顧問官26となった。国務大臣経験者が辞職後，勅選議員に任命されている傾向がうかがえる。
それ以外の官職については，国務大臣と比べて高くはなかった。先に触れたように，枢密顧問官
は勅選議員との兼職が制限されていたことから.ここでの数字が低くなっていることもうなずけ
る。
さらに今度は省庁別にみてみよう。省庁別にみた勅選議員のキャリアについてまとめたものが
下にある表9である。内務省が突出して多くの勅選議員を輩出していることがうかがえる。つい
で多いのが農商務省，大蔵省とつづく。戦前の内務省は各府県知事の選任と警察機構を掌握して
いたことから，さらに警視総監と府県知事経験者についてもみてみると，府県知事353，警視総
監22という結果となった。府県知事を複数経験した人物が多く勅選議員に就任していたことが
わかる。警視総監については，警視庁が発足した 1881年から 1947年まで延べ56人の総監がい
ることから， 4割近くが勅選議員になっていることがわかる。対して府県会議員や市町村会議員，
市町村長の経験者の就任状況をみると，府県会13，市町村会9，市町村長10となっている。地
筆者作成
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)J政治から貴族院への異動は余り多くなかったようである。
ところで，大蔵省の数を見ると内務省の半分根度であった。行政学者の水谷三公は，戦前の日
本の官僚の出世の構図について，大蔵省と内務省を比較して，前者が「政党色を避けよ」を基本
jレールとするのに対し，後者は「政党色がつかなければ出世は難しいjを基本ルールとすると指
摘している(水谷 1999: 168)。これを敷桁すれば，大蔵省が政策実施を専門とするスペシャリ
スト的官庁であるのに対し内務省はゼネラリスト的官庁であるといえる。とうした特質を踏ま
えた上で勅選議員のキャリアパスをみたとき，内務省出身者が全期間を通じて多いのは，勅選議
員にゼネラリスト的側面が求められていたとみることができる。これは先行研究のところで触れ
た(小林 2002)の指摘とも一致する。
司法省の場合，現在の法務省とは異なり，大審院をはじめとする裁判所機構，検察機構につい
て司法行政権を有していた。従って裁判所機構及び検察機構についてもみておく必要がある。結
呆は大審院26.各控訴院長及び各地方裁判所長5.検察機構47であった。司法機関から立法機
関へ多数進出していたことがわかる。
また文部省の場合，関連する帝国大学や全国各地に存在する官立学校にも目を向けると，帝国
大学 17.官立学校65という結果が出た。帝国大学に関しては.今回の分析では講師以上の職
格(教授，助教授及び講師)を数えたが.内務省出身者に匹敵する数であった。またその傾向と
して，他官庁と兼職している例が多かった。学識経験者が政治の舞台に関わる事例が存在してい
たとみることもできる。
j逆主に'陸箪省及び
じた帝国議会による主箪客の統制に閑して論じている(大前 2却O∞06ω)。勅選議員において陸海軍l凶出型出!身者
が少なかつたことが，大前の研究，ひいては戦前期日本における政軍関係とどの程度関連するか，
興味深いように思われた。
興味を号|く事項として，戦前の衆議院議員から貴族院勅選議員への異動した人聞が多いことを
あげることができる。上の方法に従い数えると，戦前の衆議院議員 283となる。戦前に一回でも
衆議院議員に就任した者は実数で61人を数える。この意味において，戦前の場合下院たる衆議
院から上院たる貴族院へという iTから上へJの異動が行われていたことは，議会制度の通用の
点からも注目に値する。
最後に，帝国議会貴族院勅選議員と戦後の国会における衆議院議員及び参議院議員との連続性
について指摘しておきたい。上で説明した方法に従い数えた結果，戦後の衆議院議員 59.参議
院議員 42という結果になった。内訳をみると，衆議院議員については慶応義塾大学教授である
池田清や外務大臣を務めた重光葵など1人の議員がいた。参議院議員については先に触れた田
中耕太郎や後に参議院議長に就任する重宗雄豆など20人がいた。重宗は「重宗天皇jと呼ばれ
るほど，参議院において影響力を有した人物である(竹中 2010)。彼は純粋な民間人出身者であっ
た。わずかではあるが，勅選議員を経て戦後の国会に活躍の舞台を移した人物たちが存在してい
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た。
むすび
本稿のむすびとして，分析・の結果をまとめたい。
まず栄典関係からみると，爵位に関しては無爵位が多かった。ついで、男爵位が多かった。位階
勲等については，位階では正三位が一番多く.ついで、従三位が多かった。勲等では勲一等が最大
であり，以下勲二等とつづく。所属会派をみると，研究会が一番多く，以下順に同和会，交友倶
楽部，同成会，無所属倶楽部となっている。研究会以外の会派は勅選議員が主体となって活動し
ていたとされており，華族議員とは別個の存在として活動していたことがうかがえる。この点，
勅選議員を推薦した内閣や当時の衆議院の政党との関係を含めて再考すると，より戦前の日本政
治においてより奥行きの広がる知見を得ることができるかもしれない。本籍地については東京都
が最大であった。
最終の出身学校については東京帝国大学法学部が最も多く， とりわけ法学士が時代を経るごと
に貴族院に進出している傾向がうかがえた。勅選議員の選出母体が官僚層であったことが理由と
はいえ，同様の現象が勅選議員についても生じていることが浮き彫りとなった。学位に関してみ
ると，法学博士を授与されている人物が多数存在していた。法律専門家を貴族院にとりこもうと
する意図が存在していることを裏付ける結果であるといえる。
最後にキャリアパスに関してだが，内務省出身者，とりわけ府県知事や嘗視総監経験者が多く
勅選議員に勅任されていることが明らかになった。ゼネラリスト的志向を持つ官僚を割合多く勅
選議員に選んで、いたと考えることができる。また戦前の衆議院議員から貴族院勅選議員へ異動す
る者が多数いた事実がわかった。戦前の議会制度の運用において，二院制下における「下から上
へ」の異動が存在していた。
以上を踏まえて貴族院勅選議員について概括すると，教育社会学者の竹内洋が論じたような文
字通りの「学歴貴族」であったということができょう(竹内 1999)。とりわけ法学を修めた者が
多いことから法学士官僚あるいは法学士貴族と呼んだほうがいいのかもしれない。当時も困難で
あった受験競争を経て，中央官庁の官僚となり，そして貴族院議員として国政に参与する。こう
したラインが構築され，それが実際日本政治を動かしていたのである。最後に今後の研究課題と
して，貴族院勅選議員が議員として実際どのような政治活動をしていたのか，内閣や衆議院にお
ける政党との関係，貴族院における投票行動といった点をあげて，ひとまず筆をおきたい。
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